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均 衡 体 系 の 変 化 の 法 則

福 岡 正 失

1 均衡分析が含むいくつかの基本的プロダラA のうち，われわれはすでに存在rロ《j題と安定問題

ならびに最適問題に関する考察をなし終えた。残る行程の最後のゴーメ は,謂うところの変化の法

則すなわち与件の変化に対する均海価格体系変化の態様の究明である。 この課題への標準的なァ

プローキはしぱしぱ比較静学（Comparative S ta t ic s )と呼ばれているか， これはそり手法が当初の与

件の下での均衡状態と新与件の下でのそれとの]:,ヒ較かち成っており，過渡的な移行の過辱は問うと

ころとしないからでもる。

この領域の研究に先鞭をつけたヒックスとみムユルンンによれぱ，価格体系の変化の法則は市場
( 2 ) -

均衡め安定条件から導き出されるべきものであり，とりわけサムユルソンは安定理論が動学の分野 

に属するとの認識から， 比較静学と安定条件との関係を静学と動学との対応原理 (Correspondence
( 3 、

Principle)と名づけたのでちった。 しかし，その後の進展の光に照らしてみた場合，このサムユルソ

ンの提唱はいささかの改t r を必要とする。元来ヒックスが変化の法則と安定条件との関連を説いた

ときに念頭においでいたのは，あくまで彼の意味での完全安定の条件,.換言すれば超過需要関数の

ヤコ一ビ行列がいわゆるヒックス行列(Hicksian)の性質をもつことであつた。この条件が比較静学

分析に対してもゥている意義は，局所分析に関するかぎり今日においても減じていないが，他方前 
、 (4)

稿においてみたように， 般的にはそれは真の動学的安定条件にとって必要でもなければ十分でも 

なく，それらが一*致するのは，粗代替性のようなある種の条件が超過需耍関数に課せられる場合に 

すぎないのでちる。 したがって今日の状況にあっては，われわれはむしろそうした超過需要関数の 

特定の性質が，一方において市場均衡の安定性を保証すると同時に,他方において変化の法則の演 

縛を可能r すると考えるべきでを) って，市場均衡の安定性が変化の法則を含意すると考えるべきで

注（1 ) 福岡正夫r鶴爭均衡の存在J , .『経済学年報J 第W巻，1 9 7 0 ,同 r市場均衡の安定性I ,  n. ID, Nj, *■三W学会 
誌」，1973年2 ♦ 3月号，1975年1 . 2月号， 6 /；!号，1976ザ̂1月号，同 rパレニト最適と競♦ 均衡j, »*三旧学会雑誌』， 
1971；f}i6 月号。 ‘

(2) J. R. (Sir John) Hicks, Value and Capital, 1st ed., 1939, 2nd ed., 1946, p. 62, P< A. Samuelson, Fomidatiom 
of Ec6n(mic Analysis, 1947, p. 5, pp. 257-258.

(3 )  Samuelson, op, d t,, p‘ 5, p* 258*
( 4 ) 福 陶 r市場均衡の安定性in」，pp‘ 、

(69)
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はない。その意味において，以下本稿で展開される理論内容は，サムユルソンの対応原3Mに負うと

いうより，むしろヒックスの業績あるいはその延長線上にあるモザッグやメッシラーの業績に資う
> . . ■ '

ところが大きいのでJbる。

尤もこのように，安定性の仮走が一般には変'化の法則の十分条件たりえないからといって，をれ

が比較静学分析にとって不必要であるというわけではない。なぜなら安定性が満たされなけれぱ，

諸変数は新均衡値には収- ミしえず，折角の比較静学の成果も意義を失うからである。 した力’、ゥてこ

の関連では, 安定条件は比較静学にとって不可欠なのでって，それと上記の主5長とは海同しない

ように注意すべきである。 . -

ところで変化の法則の襟出に進む前に，ちらかじめ考慮しておかねばならないもうつの問題が

ある。それは均衡の数の問題，あるいはもっと特定化していえばその一意性の問題である& 安定性

を満たす均衡が存在するとしても- もしそれがー意的ではなく，たとえぱ拡がり-をもゥた凸集合を

なしていて， もとの均衡の染合と新しい均衡のそれがオーバーラップするようであれぱ,比較静学

分析にさいしては箸しい困難が伴うであろう。なぜならそのような場合には，与仲の恋化の結果，

均衡toi格が上ったのか下ったのかを断定することがかならずしも容易ではないからである。それゆ

え大域的な比較分析が明確な解答を与えうるためにほ, 均衡は何よりも一*意的であることが望まし

く，また局所分析に甘んずる場合でも，それはたかだか孤☆的であることが望まれるのであるぃ

われわれは本稿では大域的な比較分析と局所的なそれのいずれをもとり扱うから，均衡価格は一

意的であってほしいわけであるが，幸いなことに以下で変化の法則の源泉として仮定される粗代替

性の支配の下にあっては，この要請の満たされることがすでに証明ずみである。 したがってわれわ

れは, 安んじて与件均衡価格への一意的な対応の世界に終始しうるのでちる。 のところ一意性

の十分条件としては，今日粗代替性のほかにも，負の優対角性，資の準定符号挫などの条件が知ら

れているが，これらの条件は比較静学分析に対してキ粗代替性ほどの咸力をもたず,とりわけ大城

的な比敕分析にあたってはその感が深いので，ことでは詳しく立入らないことにした。’均 衡 の 意

性fin題そのものに興味をもたれる読者は，アPt —  二 ハ ー ンの著書『一般競♦ 分析』のなかに包括的
( 8 )

な考察が見出されるので，それについて研究されることを希望したい。

注（5 ) ここで均衡価格が一窓的であるというのは，その半fO:線がただ1 本ということである。躲準化されれば,それはいう 

までもなくただ1 点となる。
(6 )  K. J. Arrow, H. D. Block and L. Hurwicz, "On the Stability of the Competitive Equilibrium, II, Econonietrica, 

Jamiary 1959, pp. 89-90.福间「市場均衡の安定性Dj, pp. 3-4.
( 7 ) ただし以下第4 節で胁、；HI代替性の?が例を极う場ずt のみは，例外である,
(8 )  K, J. Arrow and F. Hahn, General Competitive Analysis, 1972, Chapter 9 . .この章でめ' 、ーンの1[(耍なM献は，彼 

がゲール性（Gale Property)と吵ぶ単-^の条件の下で，統一的な一意性の証明を行なう道を切り妬いたこと（粗代替 

性，炎 の 優 対 f tの準定符y.性などはすべてゲール性の十分条件となる)， そしてこの性質とヒックス行列性との 

同 性 を ？なしたことに求められよう。したがゥて彼の走理にもとづくならば，われわれはまた^̂1の俊对す'】挫や負の準 

矩符性がヒックシアンの条仲を满たすことを示すル一' トに拠つても, 意性を5海立すること力，、できをのである， ■
なお均泡が☆'眼例となるための条仲に'0 い-ごは，さいきんの，ド.，クプリユ の研力5なかんずく G .‘Dfibmi, *'Econoiiiie3 

with a Finite Set of Equilibria," Ecomnielrka, May 1970 を参照せよ。

— 2 \6 0 ) ——



'粗 代 き 性 と は ，.財 ' {1, 2 ,， ，对 め な か の 任 意 の ..むこついて乳 • < ? ) / .で， かつすベて

⑧ の ズ に つ い て ？)斤 j ) / でもるとき， そ れ ら の プ に つ い て が 成 立 '0 こ 

' とでもる。

われわれは当該の与件の変化を，一*般性を失うことなく超過需要関数のバラメタ 一《の, び*か

らび* * への変化としてあらわし， f •件の驚 f匕以前の財i の超過需^ 関数を m > ,  < a で， 変化以
， . . . . -  . . . ■  . . . . .  . . . . .  ■ . ■

後のそれをBh(v, « * * )であらわすことr する。，問題を一:そう特定化し’て, 財 J の超過需要開数が 

上 に シフトする事例を考えるとすれば,.これは起過需要関数の定義域に含まれるす べ て の 2)に対し

，て , ' .

( 1 ) あ (?)，び* ) ,

が成立つことi してあらわされよう。 ，

この場合すこだちに明らかなことは, ワルラスの法則から, 財 : ;以;外の少くとも一種の財の起過需 

要は下方にシフトしなければならないということであり，以下においてわれわれはそれがもっぱら， 

財 71にづいて生ずると仮定す'る。すなわち財 j  0 超過需要の増大はもっぱら財71の超過需要の減少 

をりう.じて賄われ, ん 71以外の財の超過需要はまったく影響を受けないと仮定するのである。（りに 

準ずる記号でこの仮定をま記すれば ：•' ，

(2) Enip, a*)'^E„(p, a**), Ei(p, a * )= E iiv , a**) n)

のこと.く.に な こ れ は ハ ^ ンのいわゆるニ項変化（bi nary change)の条件をあらわすもの,にはか 

ならんV v  •

3 上記の仮定に立脚すれば，ただちにりぎの変化の法則力;導かれる。 '
' • - .，： ‘ ■ ■ ■ ,■• ■ ■■ / .

度 理 1 粗代替性 ( S )を満たす経济において,財ゴの超過需要関数の上昇が財のそれの下

'落をつうじて生じたとすれぱ，つぎのさ命題がとととく成立する。

注（9 ) Cf. Arrdw and Hahn, op. cit., p, 246,

■ —  Z ( 6 1 )

均衡体系のま化の法則
»

2 さて本稿で対象とする基本問題は，いま何らかの原因によりあ•る特定の財の超過需要関数が 

上か下にシフトしすと場合, 当該の財をはじめとする諸財の均衡t o格にどのような影響が生ずるかを 

明らかにするこふである。 この課題の分析は，一貫して粗代替性の仮定のT で行われる。

般に財ィ（乂ニ1 , 2 , . ‘，…, n ) め 超 過 需 要 関 数 を V2, P " ) あるいは J S M で示すこ

と，こ こ で ニ 3?2, K ' i が規準化されない価格べクトルをあらわすこと，は前稿のとおり

である。また粗代替性の定義についても前に説明したところであるが，本稿の読者のために重ねて 

述べておくならば，つぎのようである。
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( i ) 財 IIの価格で測った財: /の価格はかならず上昇する6 

i n ) 同じく財" の価格で測った他の財め価格もすベて上昇する6 

( i U ) しかしそれら他財の価格の上昇率はいずれも財ゴの価格の上昇率には及ばない

証 明

与件が変化する前の均衡価格ベクトルをり* , 変化後のそれをが " * とする。 す べ て の 《ニ1 ,2 ,

 n に り い て ん -*ニmチ す な わ ち 广 /?)‘-**}となるようなたの樂

合 を と 書 こ う 。

するとU)から風 .(P*, «**)>£；,■(?)*.び* )で， ま，た粗代替性の仮定の下よが> 0 となるからEi 

(がV«*) ニ 0 ,ゆえにEJ加*’ « * * )> 0 となって， ぱ新与件び* * の下では均衡価格たりえない。 

よっ' t 粗代替性のぎ例においてよく知られた命題が使えて，すべてのke K にっいて

(3} £?*か*, « * * )〉 0
- (11)

となるのでなくてはならな V、.

そこで以下においては1Cがゴのみから成ることを主張しだい。いま帰譲法の仮定として/(がゴ以 

外の元をもっとすれぱ， 仮定(2)から， ゐ=5り，" なら， 風 (P*, «**) ニ風(P*，び* ) ,ゐ= « なら，五ぱ?)*, 

a * * ) < E M ,  « * ) となる。 ところがふたたび粗代替性の仮定からデ> 0 であるから, すべてのk に 

っぃて :

(4) Ek<!P* 、«：*)=£?„(?)*, «*) ニ 0

となり， し た が っ て い ず れ に せ よ す べ て の た — { つ’）に っ い て び * * )^ 0 となって，わ)と矛

盾 する。 よ っ て iC — b ，} は空策合となるはかはなく， ii：は : / のみから成るのでなくてはならない。• • ■ ' ■,
ネ こ で 上 記 の 結 論 か ら ? が a l l 碎ゴ， したがぅて

(5) for al l  ，

が成立したことになる。

ら ぎ に す べ て の れ こ っ い て ニ ：mm すなわちり) { り‘* / と な る

ようながの集合を i C ' とすれぱ，上とまったく同様の推論をっうじてX 'はれのみから成ることが 

いえ，したがって

注 ( 1 0 ) さきにも触れたように，この定理をはじめて与えたのはヒックスでもる. Hicks, ftwd CaがtoなP. 7 5 および

p. 317 .ただし（i l ) の数学的証明はモザックによつて， 011〉の数学的征明は置谊によつて与えられた。J. L. Mosak, 
General Equilibrium Theory in  Imteriiatimal Trade, 1944, pp. 45 f f ,置廣信雄「収敎条件と Wor^dng の問題j, .f近 

代経済理論がf究j 第 1 巻，第 2号，1950, pp. 2 - 3 参照，

また彼らの局所的な比梭分析を大域的なそれにはじめて拡張した功績は森嶋にきせられる- これについ 'てはM' 
Morishima, "On the Three Hicksian Laws of Comparative Statics/" Revutw of Economic Studies, June I960, 
(ditto, Eqnilihrium, Stabiliiy and Grmth, 1964, pp. 3 -1 1 )を教照のこと《 なお A m w  aM Hahn, op.d t .には，さ 

らに‘- # 的な分析がja出される*
(11) Arrow, Block and Hurwic^ op. d t„  p, 8 9 .福岡，.前揭論文 n ,  p. 3 参照

•~~一 4 (6 2 ')  —
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A) ** ★*
( 6 )  for all

Pn

となる<

定理の命題（i ) ( i i ) ( i l i ) は，上記の結論{5)(6》を適当に組み合わせることによって，容易に導くこ 

とができる。まず(5》を i = n に つ い て 用 い れ ぱ タ が 得 ら れ る か ら ，

(7) Pi r >
P f

, Pn**^ Pn̂

となって，命題（i ) が成立する。

つぎに(6)を i= H ,  n のすベての i に用いることによって，当然 

for' all nis) が

となり，命題（i i ) が成立する。

最後に(5)を " のすベてのス，について考え，その両辺をり„**/》„ * でわることによって

(9) f o r

が得られ，命題' （i i i ) が成立する。 ’
- .... •

■ . ■ ..' .
. ■

4 いわゆる弱い意味での粗代替性しか満たされていない場合は,前節の結論はどこまで妥当す

るでろうか。ここで弱い意味での粗代替性というのは，前稿でも述べたごとく，粗代替性の定義

( S )のなかのE 湖くぉが、 の条件があか)さあか' ) ( わt ズ）のように等号を含む場合をさして

いる。この場合にもっても，いわゆる分解不可能性が満たされる場合すなわち上記の不等式のうち

少くとも一つか厳密な不等号で成立する場合は, 前節の結論が何らの変更なしに成力;つことが主張

できる。なぜならその場合は，均衡価格が正で一意的という..性質が同様に嫌持されるし, また(3)の

成:iAは, . すベ'X ( 0  k e K についてではなく少くとも一つのJc€ K についてと改められねぱならな

いが，.そのように修正されても’ なお帰譲法による推論には何らの困難も生じないからである。

し 5 して弱い粗代替性の填合も，システムが分解不可能であれば，比較静学の三法則は依然とし 

て成立する。 ,

結局，弱い粗代替性Q 事例について新たな考察が必要i なるのは，上記の分解不可能性のような 

特別の条件が付加されない一般的な場合である。そうした場合は超海需耍関数の定義域したがっ 

て均衡制格がゼロの成分を含みうるぱかりでなく，また均衡価格の一意性も失われるか.ら，比較静 

学分析にとっては大きな困難が現われるかのようにみえる。事実この場合,強い粗代替性の場合は 

ど豊富な帰結を導きえないのはむしろ当然のことといわねはYぶらないが,それにもかかわらずなお 

つぎの定i l o 成 i をみるのは典味y i X

'主(12) Morishimも op. ciL, p -197, Theorem 1 ,Arrow and Hahn, op, ciL, \x 249, Theorem 4,
■ ■

一~ —■ 5 ( ^5  )  ----- *
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定 理 2 弱い粗代替性を満たす経済において，財えの超過需耍関敦の上昇が財"のそれの下 

落をつうじて生じたとすれば，財 ?i の価格で測った財ゴの価格はかならず上昇する。

ただし財" は自由財でないものとする。 . '

' 証 . .明 - ■

ま化の前後における均極価格の集合をそれぞれ尸*V i^ * * とし， 任 意 の デ eP * , を選

んで考える。
(13)

ま ず P « * > 0 の仮定から，かならず p / > 0 となることを証明しよう。もf 譲法により，が*"= " 0で 

あるとすれば， ワルラスの法地から

(10) Z3 Pi*£^i(p*» a**) +  p / j^ /p *, <5：**) +  y„*£?„(2>V«**) ニ0
‘キムれ

で , i 丰 7 1については

(11) R\(p*, «**)ニ£?パ?)*, « * )^ 0

でちるから S りタか*; ゆ え に が =,«**)さ0 と.なり，V n * > 0であるところから
,4=ゴ，>»

(12) E„(P*, ,

が成立つ。ところが仮定によって，

(13) E „ ( v * ,  «**)<£?„(がV «*)

セあり，またふたたび？3 „ * > 0であるところかちE j! p * ,び* )ニ0 力';成立つから,

(14) E„(P^, «** )< 0 ,

これは(12)と相反する。 ■

さて以上のとごろから，財 5 についても等式
, - ,■ . • . ' I，’

(1 5 )風'(?)*,«*〉ニ 0
, - ；. .  . - . , .

め成立つことが明らかとなった。 .

とごろで, 弱い粗代替挫の下においても, 任意の不均衡価格?)および均衡価格り**について不等
(14)

式り**;所り，び**)〉0 の成立つことが知られている。そして上に証明したようにあか*, « * )ニ0 であ

るから, 前節楚理1 の場合と同様^7/?)*, « * * ) > 0 となって， は ■?**には含まれえない。 よ 

て上の不等式が？>ニ:P * に対して使えることになり，

(16) «**) =  2  a * * )> 0  .

となるのでなくてはならない。 ところが00から

(17) 2  取(P * ,び**)ぶ0
»*+i# n

注 ( 1 3 ) 森は前揭論文においてP n *> 0のはかにが；> 0 をも仮定してぃるが，以下にみるようにこれは不要でもる，

(14) K. J. Arrow and L, Hurwicz, "Competitive Stability under Weak Gross SuMiUitability: th e  ' Euclidean 
Distance' Approach", International Econoinic Heviep), Janijftry 1960, pp. 43 IF,, Theorem 1 , 福岡，前揭論文 II,pp. 

,21 f f .袖肋>̂?现 13参照。 .
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. 均衡体系の变化の法則. ■

と な る か ら , 結 局 こ れ と 脱 か ら ■

(18} Pj**Es(p*, a'^*)-\-p**E,Xp*, « * * )> 0  

が成立つととになる。 • ■

他方ヮルラみの法則から脚が成立つが, ことでもキ5、n についてゆ(II)が満たされ, しかもぜ'*(p*, 

び*)< 0 のようなれこついては？?‘* =  0 とな; っているから，

嫩 2>/ヶ ‘.(2̂ チ，《**)ニ0 

となる。 ‘とれを0。)にf t 入するととに:よって ’

‘ {20) ?),*£?力)*, «**) + れ‘*ぜ„(》*, .«**) ニ 0 ' '

が成立する。 ' 、

そC 1：侧 に ？)„ * をかけ，また0?)に ;P«**をかけて, 前者から後者を差引けば，

(21) (pj**P„*-p/p„**)J^j(p*, a** )^ 0 , ,

そしてB /p * , « * * )>あか*, ff*)ニ0 マもをからだ/め《* * )でわって，Pj**P„*~Pj*p * * > 0 を得る。 

す な わ ち 定 理 の 主 張 ど お り . '

P *
/  K * ' ' ■

■ ——

が証明されたわけ ‘である<

5 大域分析から局所分析に艇ずるとしても,結論それ自体に付加価値が加わるわけでほなく , 

か免ってその妥当性は狭まるわけであるから，蛇足であるが，ただ上で、扱った！̂例の局所も、祈には 

フロベニウスり定理の-^つの応用例としてり興味が伴い，また次糕で极う定性痛済分析への道を用 

'•意すると\；、った利便さももる。そこで以下ではしぱらく超過需要関数の微分可能性を想定し« の 

in fin itesim alな变化がもたらす効果を, 微分針算をつうじて考察してみよう。
• . . . .  : 、' ■ ‘

それぞれのズニ  1 , 2 ,  一 1 について  pilp,i三g;, Eふル, P2 , … . . .，？?"，び)三丑 <72, ルー1,
. ■ '  ' -

h od^Biiqi,q2, な" - 1 , び) , deiiqi*, ?2*,  ....，，, « * ) /み*ヨび,た， (ル* ’ < ? 2 * , … … ，，な，,

odidoc三a{<»と定義し，前節までと同様

( 2 3 )も.《〉 0, » ,„ニ0 ( # んヵ）
* ■ ,

と仮定した上で，a の増大がそれぞれのq‘ に及ぼす効果を計第すれば，
• . -

ざ . . d(h
S  み . ニ ー

(24)

S a ‘を ニ 0 阿 め , '  ，

のようでもる。こ こ で か ら 成 る ( n - 1 ) 次のヤコ一ビ行列をA  A の逆行列A -1を C, その雄
■ . . . .  _ '
ペむ鎮も列の％素 を （V であらわすとすれば，湖 を 解 い て ' :

. t
：.-7~- 7 { .6 5 ) —
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(25) ニ- C'sCh。

(2S) ニーC v#か け # ん  n)

が得られ，第 3 節で導いたのと同様の比較静学の三法則がそれぞれつぎのような推論をつうじて再 

赚認される。‘

( i ) ?1種の財がすべて互いに粗代替財であればん tョ 3Jぐり*)/0pjt〉 0 ii=H c, i , ゐニ1 , 2 ,  ......... , 71)

であるから，dikさdei(q*)Idqk〉 0 i, A;ニ;L, 2 ,......，" —1 )やもも.り，したがって行列.iCモ[ん‘*]

も A三k i t ] も，それらの非対角元爱がすべて正であるという意味においていわゆるメッッラ一行列 
‘ ■ ( 15)：

(Metzlerian)である。すると如稿でポしたよ.うにA はかな.らずヒックスわ*列となるか.ら★ '，Cが■く 0 で

あり，したがっても《> 0 を考慮すれぱ，（25)か ら rfgi/c?び〉0 となって，ウゴはかならず上昇する。

U ) 行列対角元素に十分大きな正数 S を加えて行列：4 + § '7三A * をつくれぱ，粗代替性の

仮定から :A * はずべて正元素から成る行列となるから，フロベニウスの定理が使;t て，絶対値に

おいて最大の正の実根^'がある。 ところがA はヒックス行列であるかち，一A すなわち S / — A* の
(16)

すべての次数の主座小行列式は正となり' , これは《> デでなければならないことを意味している。 

よって（S / — すなわち（A * ‘ s 7 ) - iニA - i < 0 とな.り， すべての i 辛j , n に 'つ い て Cが< 0  

となる。 これは糊から i= H ,  n につ、、て d<iilda〉 0 が成立つこと，すなわちほかの財の制格QN.も 

またすベて上昇することを意味している。 ，

( n o すべての i 丰i ,  n に つ い て か 广 と な る こ と を い え ぱ よ い わ け で あ る が ，
■ ■ ■ ■ ，‘， ■ . . .

粗代替性の仮定の下ではず> 0 となるから， 財の単位を適当に変更して gクニ1 (< =  1 , 2 , ，，•‘•‘, 

7 1 - 1 ) とすることができる。 よって以下では d q jld a ^ d q i ld aけキんn ) となることをいえぱよく， 

これは(25), (26)から '

(27) \C j j \y \C i j \  fo r  a ll n  '

となることと同値でもる。 .

そこで帰譲法を用いるとして, あ る k 丰5,

でもったとしてみよう。する とおニ1 , 2, ••••■

(29) |C ftj |' |C y  

となる力' ; , AA~'  =  1 であるとこちかち

について

1 , h丰k については

注( 1 5 ) 福岡，前揭論文IIIの定理2 と4 。

(16) G, Debreu and I. N. Heratein. **Nonnegative Square Matrices", Econotndrica, October 1953, p, 6 0 2 .また福岡♦

前掲論文m, p. 7 参照。

(17) Debreu and Heほtein* op. d t ‘, p. 6 0 2 .さきにも述ぺたように，この主張■をはじめて証明したのほラザックである， 

Mosak, op. ciL, pp. 49-51,

 8  C 6 6 ) ------ ----
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均衡体系の変化の法則

^khOh}~0 (k=j^j)

でもるから，前記のこ’とく ctjtfcCO, tt；u > 0  (fcキん)，C a , < 0 であることを考慮すれぱ ,

Wkk\ \Ckj\ ~  1 2  (I'iWi(ン ,

よって《2̂ を用いて

kui|C^Aj|^lCjtjl2 ictjtAl 

を得る。ゆえに上の結果とあわせ't

(30) I f tu l^ S  \(̂ kh\
ft+fc

力;成立つことになる。

.ところが超過需要関数のゼロ次同次性と粗代替性から，> 均:^点では
W—1

( 31 ) S  びaa ニ ん "<0  ’

が成5^ち， したがって
となるところから

(32) ‘ k u l > 2  W
ん寺A;

が得られ，これは明らかに(30)に矛盾す:6 。 

しないととが知らんる。

よって結局 i c y ざ i c y となるようなは：/ k 外に存在

6 以上め局所分析結論が，弱い粗代替性の場合にも体系が分解不可能なら，すべてそのまま 

成立すること, ただし分解可能な場合にほ, 等号の含まれる形やしヵ诚立レえないことは,もはや 

操返すまでもないであろう。 '

つぎr 粗代替性そのものが満たされない場合らどれだけの帰結が導かれるかといえぱ，今日の 

ところつぎのような展望と評価を与えうるにとどまるようである。 ’

» まず粗代替性の事例にもっとも近いのは, いわゆる翻 1 9 奉刺，す な わ ち が sgn«t,‘jt=sgn  

ii=hk), s g nめ；仏jtニsgnctf；t \i=hhi=kキi ) の案件を満たす事例である。 これは’" 以外の財が2 群 

に分たれ，そのそれぞれの群に属する財が同群の財に対ては粗代替財，他群の財に対しては粗-補 

完財となる場合を意味している。森嶋は , 粗代替財の事:例をji準じ，この事例についても（i )超過需 

要の増大した財の価格はかならず上昇すること， 0 りO iを除く）他の財の価格は， もしそれが（i )  

の財に対して粗代替財であれば上昇し，粗補完財であれば下落すること，（m )財 7̂ こ対して粗代替 

財となる財の超過需婆が上昇した場合は，その財の粗代替財となる財の価格の上昇率は当該の財の

それには及ばないこと，. また財>1に対して粗補完財となる財の超過需要が上昇した場合は,その財 

の粗代替財となる財の価格の上昇率は逆に当該の財のそれを凌駕すること,の三命題を証明し

森觸|の事例はこの、ように，粗代替性の事例を除けぱ, 結論の量においてもっとも生座的であるが,

法(18〉 M. Morishima* "On the Laws of Change of tho Price-system in an J^noitty Which Contains Complenientary 
C6mmodities”，Osaka Economic Papei% May 1952.
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(19)

惜しむらくは前稿に示したように一般的には安定性を主張することができない。したがって上記の 

比較静学合題も，場合によっては与測的価値を，欠くととを考慮にいれなければならないであろう。

( b ) これに対して負の対角優位性負の準定符母挫の事例は，一意性ならびに安定性を保IEする 

点ではメリットをもっが, 反面これらがここで振った化較静学のニ命題のうち導き出しうるのは，

A みヒックス行列性にもとづく.命題U ) のみであるi 、これば貧弱にすき'る成果といわねぱならない 

であろう。 •

こうして紹局のところ，比較静学分析の現況において，一応の成果を収めえているのは粗代替性 

の事例のみであり，とれはかならずしも十分満足すべき事態でゆないかもしれないがV 少くとも超 

過需要関数に関する何らかの仮説から有意味な定理が導かれ-うることを示す最小限のIE拠であると 

はいうことができる。われわれはむしろこの事態から，つぎのような教訓を学んでおくべきであろ

う。 ..' ‘ . . - " .

第一-に, î {jけj\均衡分析による比較静学のfお結に過度の信頼'をおくことは危険である。すなわち応 

.用諸分野においては, にしてグラマィガルな安易な比較分析からI t要な政策的帰結の遵かれる 

ことが多いが, ’さまざまなプィ一ドバックを考慮に入れた一般均衡の枠組のなかでみた場合，確乎 

たる結論を導くのがかならずしも容易でないことは上に示したとおりである。

つぎに第二に，家計'や企業の最大化行勘の仮説だ力は，比較静学分析の基盤としてははなはだ 

，情報不足であるとl^vcbざ！)をえない。効用や利潤の最大化の仮定にもとづく代替項の定符号性から 

は，所得効果を無视するとしても，たかだか変化の第一法則が演釋されるにすぎないのである。

冒頭にも触れたように,，サムエルソンは対応'原理の名の下に，主体の最大化行動め仮説に対して, 

，さらに■市場均衡の安定性の仮説をもっけ加え，それらが比較静学命題の有望な母胎となりうるとと 

を主張した。 しかしとの提唱がかならずもゆたかな給りを約東しないことは，安定性が一般には 

粗代替性やヒックス行列を意味しないところから明らかであらう。 もちろん粗代替性を仮走すれ 

ぱ，安定性とヒックス行列性とは同値となるが,その場合はその場合で粗代替性からただちに変化 

0 法則が演I f できるのであるから,安定条件を仮定することに十分条件としての格別の付加価値は 

見出されないのである。

(経済学部教授）

法 (1め 福 岡 ，前揭Ife文111, pp. 15-18.
( 2 0 ) 尤もきわめて特殊な形の; の対錢俊位性を仮定する場は，前節と類似の推論;こよって命題(iii)を導きうること/ム 

ケルジーによって示されている0 ん Mukhorjij "On the Hicksian Laws of Compamtive Statics and the Correspon- 
dence Prindple’’，Keio Ecommie Slndies, N o .1,1975, p. 47.参照♦
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